
一般会計の歳入総額（2023年度当初予算）

一般会計の歳出総額（2023年度当初予算）
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【経済編①】最新データ集最新データ集

揮発油税
酒税
相続税
たばこ税
関税
石油石炭税
自動車重量税
電源開発促進税
その他税収
印紙収入

19,990
11,800
27,760
9,350
11,220
6,470
3,780
3,240
690
9,760

（1.7）
（1.0）
（2.4）
（0.8）
（1.0）
（0.6）
（0.3）
（0.3）
（0.1）
（0.9）

一般会計
歳入総額

114兆3,812億円
（100％）

210,480

694,400

所得税

（18.4%）

146,020
法人税

（12.8）

（60.7）233,840
消費税

（20.4）104,060
その他

（9.1）

租
税

及
び
印
紙
収
入

290,650

特例
公債

（25.4）

65,580建設
公債 （5.7）

356,230

公債金
収入　　

（31.1）

93,182

その他収入

（8.1）

〈注〉四捨五入のため合計は合致しない。（財務省資料により作成）

一般会計
歳出総額

114兆3,812億円
（100％）

一般歳出 727,317（63.6）

368,889
社会保障

（32.3%）

252,503
国債費

（22.1）

163,992

地方交付税
交付金等

（14.3） 60,600（5.3）
公共事業

文教及び
科学振興

54,158
（4.7）101,984

その他

（8.9）40,000

新型コロナ
及び原油価格・
物価高騰
対策予備費 （3.5）（8.9）

101,686
防衛＊

食料安定供給

中小企業対策
エネルギー対策

恩給
経済協力
その他の事項経費

予備費
ウクライナ情勢経済
緊急対応予備費

12,654
1,704

8,540
970
5,114

58,004
5,000

10,000

（1.1）
（0.1）

（0.7）
（0.1）
（0.4）

（5.1）
（0.4）

（0.9）
＊防衛力強化資金（仮称）繰入３兆 3,806 億円を含む。
〈注〉四捨五入のため合計は合致しない。（財務省資料により作成）

84,943
利払費等

167,561
債務償還費（7.4）

（14.6）

・“過去最大”の金額を更新…2023年度の当初予算は，前年度を６兆7,848億円上回る114兆3,812億円となり，
今年度も“過去最大”の記録を更新した。長引く新型コロナウイルス感染症の影響により大幅減となってい
た「租税及び印紙収入」は，2022年度に続き国内企業の業績が回復傾向にあることを受けて，前年比４兆2,050
億円増が見込まれている。
・減額はしたものの…　…2023年度の新規国債発行額は前年比１兆3,030億円減の36兆9,260億円と，２年連続
で前年度を下回った。しかし，歳出面を見ると，国債の償還・利払いのための「国債費」が前年度比9,111
億円増の25兆2,503億円となり，過去最大となった。

・過去最大が目白押し…2023年度当初予算は，114兆3,812億円と過去最大を更新した。一般歳出のうち，「社
会保障費」は6,154億円増の36兆8,889億円，「防衛費」は，将来の防衛力強化に充てる「防衛力強化資金（仮
称）」を含めると４兆7,998億円増の10兆1,686億円となり，双方とも過去最大となった。また，過去に発行さ
れた国債の償還や利払いのための「国債費」も，歳出の約２割に及ぶ25兆2,503億円となり，こちらも過去
最大となった。
・防衛費が急拡大…防衛力強化方針により，2023年度当初予算は防衛費が急増し，公共事業費，文教及び科学
振興費を上回り，社会保障費に次ぐ２番目の規模に達した。さらに，防衛費の財源のうち4,343億円を建設
国債から充てるとし，戦後の国債発行における方針を転換することとなった。

解説

解説



租税収入の内訳（2022年度当初予算）

医療保険制度の概要（2022年４月現在）
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【経済編②】最新データ集最新データ集

消 費 税 (19.4)

(0.9)

(2.5)

(5.3)
(0.9)

(2.6)

固　定
資産税

都市計画税

その他(0.8)

その他(0.8)

たばこ税

その他
地方消費税

その他

111兆3,456億円

所得課税

租税総額

消費課税 資産課税等
57兆6,268億円 (51.8%) 38兆5,025億円 (34.6) 15兆2,163億円 (13.7)

地方たばこ税

国税70兆0,383億円 地方税41兆3,073億円

(18.7%)

(12.0)

所　得　税

相続税

法　人　税

(8.9)市町村民税

(4.7)道府県民税
(4.1)事　業　税

(2.4)

(1.2)

(8.5)

(37.1%)(62.9%)

(1.5)地方法人税

(1.8)特別法人事業税 (1.9)揮発油税
(1.0)酒　　税

〈注〉（　）…租税総額に占める割合，青字…累進課税の適用税，
　…直接税，　…間接税。1997.4～地方消費税実施。

・新型コロナウイルス感染症の拡大からの持ち直し…2022年度の租税収入の総額は111兆3,456億円で，新型コ
ロナウイルス感染症の拡大により大きく減収した2021年度と比べ11兆9,341億円増となった。

解説

＊1　社会保険庁の解体に伴い，2008年から公法人「全国健康保険協会（協会けんぽ）」が引き継いだ。
＊2　都道府県単位で全市町村が加入する広域連合。
＊3　2021年改正で，一定以上の所得者の自己負担２割が新設された（2022年10月から実施）。

（『厚生労働白書』2022などにより作成）

制 度 名 保険者
（2020.3末） 被 保 険 者

加入者数
（万人，
2021.3末）

財　源（※は2017年度） 保険給付
保険料率 国庫負担 医療給付の

自己負担
現金
給付本　人 事業主

被
　
用
　
者
　
保
　
険

健
康
保
険

一
般
被
用
者

協会けんぽ
管掌健康保険

全国健康
　保険協会＊1

健康保険組合のな
い事業所の被用者 4,030 5.00％

（全国平均）
5.00％

（全国平均）
給付費の
16.4％

⃝本人・家族
３割

⃝義務教育
就学前
２割

⃝70歳以上
　75歳未満
２割

（現役並み
　所得者　
　→３割）

・
傷
病
手
当
金

・
出
産
育
児
一
時
金
　
な
ど

組 合 管 掌
健 康 保 険

健康保険組合
1,388

健康保険組合設立
事業所の被用者 2,868 4.21％

（平均，2021.2末）
5.01％

（平均，2021.2末） 定額補助

日雇特例被保険者
（日雇健康保険） 全国健康

　保険協会＊1

日雇や数か月の臨
時労働者 2 1〜11級日額

150〜1,235円
1〜11級日額
240〜1,995円

給付費の
16.4％

船 員 保 険 船 員 12 4.65％（2022.3） 5.05％（2022.3） 定額補助
各
種
共
済

国家公務員共済組合 共済組合　20 国 家 公 務 員
855

3.81〜5.38％※ 3.81〜5.38％※
なし地方公務員等共済組合 共済組合　64 地方公務員　など 3.94〜6.14％※ 3.94〜6.14％※

私立学校教職員共済組合 事業団　　１ 私立学校の教職員 4.28％ 4.28％

国民健康保険

市町村
1,716 被用者保険の対象

外の者（農業従事
者，自営業者など）

市町村
2,619
国保組合
271

１世帯当たり
平均保険料
13.9万円

（2020年度）

─

給付費等の
41％

・
出
産
育
児
一
時
金

・
葬
祭
費
　
な
ど

国保組合
162

給付費等の
28.4〜47.4％

市町村
1,716

被用者保険の退職
者 なし

後期高齢者医療制度
（長寿医療制度）

［運営主体］
後期高齢者医
療広域連合＊2

75歳以上（65歳以上
75歳未満の一定の
障がい者を含む）

1,806
・保険料　10％　　　・公費　約50％　
（公費の内訳　国４：都道府県１：市町村１）
・各医療保険からの支援金　　　約40％

１割＊3

（現役並み所
得者→３割）

葬祭費
など



名目GDPの推移

NIの三面「暦年・93SNA方式・名目・要素費用表示」

５
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【経済編③】最新データ集最新データ集

・伸びる中国…年率10％以上
の成長率を記録していた中
国は，2010年に日本を追い
抜き，名目GDP世界２位
となった。世界貿易に占め
る輸出シェアも，アメリカ，
ドイツを抜き世界１位と
なった。

解説
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（IMF資料より作成）

・国民所得をとらえる３つの側面…NIを例
にみてみると，生産国民所得は，価値を誰
が（どの産業部門が）生みだしたか，分
配国民所得は，生みだされた価値がどの
ような名目で誰のものになったか，そし
て支出国民所得は，生みだされた価値を
誰がどのように使ったかの観点からみた
ものであり，三者は等価値となる（三面
等価の原則）。

解説

項　　目 1970年（百億円，％）2021年（百億円，％）

生
産
国
民
所
得

第１次産業（農林水） 384 6.5 367 0.9
第 ２ 次 産 業 2,604 44.0 8,748 22.3
鉱　　　　　　業 48 0.8 15 0.0
製 造 業 2,069� 35.0 6,290 16.1
建 設 業 487 8.2 2,443 6.2

第 ３ 次 産 業 3,225� 54.5 27,407 69.9
電気・ガス・水道業 101 1.7 611 1.6
卸 売・ 小 売 業 943 15.9 5,811 14.8
金 融・ 保 険 業 298 5.0 2,048 5.2
不 動 産 業 433 7.3 3,123 8.0
運 輸・ 郵 便 業 370 6.3 1,220 3.1
情 報 通 信 業 1,820 4.6
サ ー ビ ス 業 835 14.1 11,161 28.5
公 　 　 　 務 244 4.1 1,614 4.1

帰 属 利 子 －282 －4.8 ─ ─
海外からの純所得 －16 －0.3 2,667 6.8
合　　　　 計 5,915 100.0 39,189 100.0

分
配
国
民
所
得

雇 用 者 報 酬 3,194 54.0 28,875 73.7
財 産 所 得 489 8.3 2,708 6.9
企 業 所 得 2,232 37.7 7,606 19.4
合　　　　　計 5,915 100.0 39,189 100.0

支
出
国
民
所
得

民間最終消費支出＊ 3,833 52.4 29,399 51.0
政府最終消費支出 546 7.5 11,771 20.4
総 資 本 形 成 2,862 39.1 14,063 24.4
総固定資本形成 2,604 35.6 14,061 24.4
民　　　　　間 2,015 27.5 11,010 19.1
公　　　　　的 589 8.0 3,051 5.3
在 庫 変 動 257 3.5 3 0.0

経 常 海 外 余 剰 78 1.1 2,372 4.1
国 民 総 支 出 7,319 100.0 57,605 100.0
控
除
固定 資 本減 耗 973 13,870
間接税－補助金
＋統計上の不突合 431 4,546
合　　　　　計 5,915 39,189

＊消費統計には直接表れない，農家の自家消費，持ち家の架空の
賃貸料，企業からの現物支給がみなしの数値で含まれる。

（『国民経済計算年報』2021年度より作成）


